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第１ 趣旨
奈良県警察では、次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第1 2 0号）及び

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号。以下

「女性活躍推進法」という。）並びに女性の視点を一層反映した警察運営のた

めの推進計画に基づき、各種取組を推進するとともに、これらに加え、全職員

が生き生きと働くことのできる職場環境づくりを推進するため、平成28年に「

奈良県警察におけるワークライフバランス等推進のための取組計画」（以下「

旧計画」という。）を策定し、職員の仕事と生活の調和（ワークライフバラン

ス）及び女性職員の活躍（以下「ワークライフバランス等」という。）を図っ

てきたところである。

警察業務は、昼夜を分かたず常に緊張を強いられることから、職員の心身の

健康の保持のためにもワークライフバランスは特に重要であり、また、多様化

する県民の警察に対する要請に柔軟に対応するためには、女性の視点をはじめ

とする様々な視点から課題に対処し得る体制を構築する必要があることから、

全職員におけるワークライフバランス等についての意識を高め、旧計画におけ

る各種取組を踏まえた状況把握・課題分析を反映させるとともに、組織的な体

制を強化すべく、旧計画に引き続き「奈良県警察におけるワークライフバラン

ス等推進のための取組計画（以下「取組計画」という。）」を定めるものであ

る。

なお、取組計画は、次世代育成支援推進法に基づく特定事業主行動計画及び

女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画を兼ねるものとする。

第２ 計画期間
令和３年４月１日から令和８年３月31日までの間

ただし、推進目標については令和６年度までに達成するよう努めるものとす

る。
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第３ 推進体制
１ ワークライフバランス等推進責任者

取組計画に掲げる各取組の推進及び実施状況の分析・評価を行うため、警

察本部にワークライフバランス等推進責任者を置き、警務部警務課長をもっ

て充てる。

２ ワークライフバランス等推進担当者
所属におけるワークライフバランス等推進のための各種取組の実施及び各

種制度の周知を図るため、各所属にワークライフバランス等推進担当者を置

き、所属の次席（次席の事務を取り扱う管理官を含む。）、副所長、副隊長、

副校長、副署長及び次長をもって充てる。

第４ 推進目標
１ 働き方改革

職員一人当たりの年次有給休暇の取得日数を年間14日以上とする。

２ 子育て・介護等と両立して活躍できるための支援
男性職員の育児休業取得率を50％とする。

男性職員の配偶者の出産に伴う休暇の取得率を1 0 0％とする。

男性職員の育児参加のための休暇の取得率を1 0 0％とする。

３ 女性の採用・登用の拡大
警察官に占める女性の割合を12％とする。
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第５ ワークライフバランス等の推進に向けた取組
１ 働き方改革
⑴ 価値観・意識の改革

ア ワークライフバランス等に関する教養等の実施

全ての職員に対し、会議における呼びかけや研修における教養等を通

じて、これまでの価値観を見直し、ワークライフバランス等に関する意

識の改革を図るとともに、時間外勤務の縮減、両立支援制度や年次有給

休暇の取得促進に向けた雰囲気作りに努める。

イ ワークライフバランス等に資する取組の適切な評価

業務の改善や各種休暇の取得促進等、ワークライフバランス等に資す

る取組については、評価に適切に反映させる。

⑵ 効率的な業務運営

ア 業務の合理化・効率化及び業務負担の平準化

幹部は、所掌する事務に関し、その実施状況や部下の業務負担につい

て把握した上で、不断に関係事務を見直し、業務の合理化・効率化や業

務負担の平準化等を図る。

イ 会議・行事等に関する必要性の検討

会議や行事等を行うに際しては、その必要性や開催方法、内容等につ

いて、廃止を含めた検討を行い、特に正規の勤務時間以外の時間におけ

る会議や行事等は、その時間に行う必要性があるものに限ることとし、

また、両立支援制度等により勤務時間を変更している者が参加する場合

は、その開始時間や終了時間の設定に配慮する。

ウ 時間外勤務の縮減、休暇の取得促進等

(ア) 幹部は、自ら率先して時間外勤務の縮減や各種休暇の取得に努める

とともに、常に部下職員の勤務状況を把握し、時間外勤務の縮減や各

種休暇の取得促進を図る。

(イ) 毎週水曜日を定時退庁日に設定し、庁内放送等による注意喚起を行

うなど定時退庁の徹底を図ることとし、水曜日以外の日についても、

超過勤務の命令が行われていない職員については、速やかな退庁を促

す。

(ウ) 当直勤務明けの職員について、公務の必要がない限り、定時での退

庁を促す。

(エ) 業務の内容から正規の勤務時間以外の時間帯に勤務する必要がある

職員については、フレキシブル勤務パターンを指定する等、働く時間

の柔軟化を図り、時間外勤務の縮減に努める。

(オ) 年次有給休暇を自由に取得しやすい雰囲気の醸成を図るとともに、

「月一年休」や永年勤続休暇等、計画的な年次有給休暇の取得を促進

する。
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２ 子育て・介護等と両立して活躍できるための支援
⑴ 両立支援制度の活用に向けた雰囲気作り

ア 子育てや介護等に関する両立支援制度等の周知及び活用促進

子育てや介護等に関する両立支援制度（育児休業、部分休業、育児短

時間勤務、早出遅出勤務、子の看護のための休暇、介護休暇、短期介護

休暇、配偶者出産休暇及び育児参加休暇等）の概要及び手続等について

周知し、活用促進を図る。その際には「男性は仕事、女性は家庭」とい

ったこれまでの意識を払拭し、性別にとらわれることなく両立支援制度

の活用に向けた取組を行う。

イ 気兼ねなく制度を活用できる職場環境の整備

職員の状況を把握し、両立支援制度の対象となる職員には制度の活用

を呼び掛けるとともに、業務分担の見直しや体制の準備を行うほか、両

立支援制度を活用したことのみをもって職員が昇任等に不利益を被るこ

とのないよう配意するなど、職員が気兼ねなく制度を活用できるための

職場環境の整備を図る。

⑵ 出産・子育てに臨む職員への支援

ア 産前の女性職員への支援

(ア) 母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている就業制限、深

夜勤務及び時間外勤務の制限等の諸制度や、出産後に活用できる両立

支援制度等について説明を行う。

(イ) 職員は、妊娠中の女性職員の健康や安全に常に目を配り、就業制限

等の諸制度が適切に運用できるよう配慮するとともに、業務分担の見

直しを行う。

(ウ) 職員及びその家族が抱える不安や悩みに対し能動的な支援を行うピ

アサポーターに、子育て経験のある職員を指定するなど、育児に関す

る適切な助言を行う。

イ 男性職員の出産・育児参加への支援

配偶者が懐妊した旨の報告を受けた上司は、「パパ・ママ子育て計画

書」を用いた面談を通じて、出産・育児に伴い男性職員が活用できる両

立支援制度に関する教養及び両立支援制度の計画的な活用の促進を行う

とともに、業務の合理化、組織全体を見渡した効率的な人事配置や代替

要員の確保等を行うなど、男性職員が出産・育児に主体となって参加で

きるよう支援する。

ウ 育児休業中の職員への支援

(ア) 育児休業をしようとする職員に対しては、育児休業中の過ごし方に

加え、復帰後における働き方やキャリアプランについて助言等を行う。

(イ) 育児休業中の職員が円滑に職場復帰できるよう、定期的に当該職員

が求める情報を提供するほか、復帰前研修の開催や復帰後の働き方に
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関する希望を聴取する等、職場復帰に向けた支援を行う。

⑶ 仕事と子育てや介護等を両立する職員への支援

ア 仕事に対する希望の聴取

両立支援制度の利用の有無に関わらず、仕事と子育てや介護等を両立

する職員に対し、希望する働き方や異動希望の有無等について聴取する。

イ 各種教養受講時の配慮

仕事と子育てや介護等を両立する職員が無理なく各種教養等を受けら

れるよう、希望者には、県警察学校における各任用課程での入寮免除及

び車両通学の例外許可措置、管区学校における昇任時教養の県学校への

振替入校措置を適用するとともに、警察大学校での昇任時教養の入校時

期の変更やサテライト教養の受講等について検討する。
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３ 女性の採用・登用の拡大
⑴ 採用広報ツールの活用による女性への募集活動の強化

ア 各種広報媒体の積極的な活用

パンフレット、デジタルサイネージやＳＮＳ等の各種広報媒体を活用

して、警察の業務内容や女性職員の活躍等を具体的に紹介する。

イ 女性の視点に配意した採用説明会等の開催

女性を対象とした採用説明会の開催や、採用説明会において女性職員

から説明を行うなど、女性の視点に配意した採用説明会等を開催する。

ウ 女性リクルーターの活用

採用リクルーターに女性を指名し、女性特有の不安や悩みの解消に向

けた活動を行う。

⑵ 人事管理の見直し

ア 女性職員の登用促進に向けた人事配置

意欲と能力のある女性職員の登用促進に向けて、能力・実績に基づく

適材適所の人事配置を行うとともに、配置後においても必要な支援を行

う。

イ 育児休業からの復帰に向けた人事配置の検討

勤務制限等の両立支援制度の活用を念頭に置いた配置可能なポストに

ついて検討を行い、育児休業中の職員に対する聴取結果を踏まえ、育児

休業復帰後の人事配置への反映に努める。

⑶ 女性職員のキャリア形成、意欲向上

ア キャリア形成の支援

女性職員を対象とした研修の実施、メンター制度等の活用、ロールモ

デルとなり得る職員の経験談の周知等により、女性職員等に対し適切な

キャリアパスを提示し、キャリア形成の支援に努める。

イ 女性警察官を対象とした術科訓練の実施

現場執行力の強化に向けて、女性警察官を対象とした術科訓練を積極

的に実施するとともに、各種術科について指導可能な女性の有段者、上

級者を術科指導員として警察学校に配置又は警察学校兼務とすることを

検討する。

ウ 昇任意欲の向上に向けた積極的な支援

育児期に昇任を希望しなかった等の理由により結果として昇任が遅れ

ている職員についても、優れた潜在的な能力を持つ女性職員に対しては、

多様な職務機会の付与や研修等の必要な支援を積極的に行い、昇任意欲

の向上に努める。

エ 女性職員との面談の実施

今後のキャリア形成に関する助言等を行うため、必要に応じて女性職

員との面談等を実施する。



- 7 -

⑷ 女性職員の装備資機材及び更衣等のための施設の整備

女性職員から聴取を行い、女性から望まれる装備資機材の整備や、更衣、

休憩等に利用できる場所の確保等、女性職員の意見を反映した装備資機材

や女性用施設の段階的改善・拡充・整備に努める。

⑸ 男性の採用・登用拡大に向けた取組

女性職員だけでなく、男性職員についても積極的な募集活動やキャリア

形成の支援等の取組を行い、優秀な人材の採用や適材適所な登用に努める

ものとする。


